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本⽇お話しする内容

 農業法人問題の研究と発見

 過去の研究成果の概要紹介

 新潟県農業法人の現状

 2023年アンケート調査からの発見

 おわりに

 新潟県農業法人の発展に向けた提案
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農業法人問題の研究と発見
過去の研究成果の概要紹介
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家族経営 vs 法人経営

評価標準

 マクロレベル（国・行政の立場）

 生産性(生産効率)が高いのは？

 市場リスクに対する耐性が高いのは？

 市場競争力が高いのは？

 持続可能な開発目標に適しているのは？ など

 ミクロレベル（経営組織の立場）

 利益率が高いのは？

 経営上、より便利かつ安定的なのは？

 より柔軟に経営転換しやすいのは？ など
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家族経営 法人経営

どちらがより良い



生産効率についての研究

 成果：Qi, DONG. (2023a). Comparing Technical and Allocative Efficiency between Family Farms
and Agricultural Corporations: Evidence From Japan‘s Rice Sector. Studies in Agricultural
Economics, 125(1).

 研究対象：日本の稲作部門における家族経営と農業法人

 研究手法：確率的フロンティア生産関数

 データ： 農林水産省の営農類型別経営統計の集計データ

 問題意識： 農業法人は農家経営よりも効率的かどうか
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発見と示唆：

 家族経営は各経営規模レベルで技術効率において農業法人よりも有意な優位性があることが明らかになった。

 両方の生産形態では、経営規模が増加するにつれて技術効率も向上する。しかし、これら2つの生産形態間の技術
効率格差は土地規模が大きくなるほど減少している傾向がる。

 農業法人は農業資本の配分効率で優位性を示している。また、技術進歩と技術効率改善が家族経営よりも速く進
んでいる。



それでは、家族経営は法人農業よりも優れていると言えるか？
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収益＝⽣産量 販売価格ー要素使⽤量 要素価格

仮定条件：
産出物、投入要素が均質
（性質、価格などは同じ）

現実の状況：
産出物、投入要素が非均質

（性質、価格などが違う）



費用便益分析についての研究

 成果：Qi Dong, “Comparison of Rice Production Between Family Farms and
Agricultural Corporations: A Cost-Benefit Analysis”, 2023 AAEA Conference
Paper, July 2023b.

 研究対象：日本の稲作部門における家族経営と農業法人

 研究手法：費用便益分析（Benefit-Cost Analysis）

 データ： 2020年と2021年の日本農業経営統計調査の米生産費統計の個別経営
体と組織法人経営体の個票データ

 問題意識：

農業法人は農家経営よりも収益が高いか
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発見と示唆：

 農業法人は家族経営よりも、伝統的な生産要素市場（労働力、資本、土地）での仕入購入価格が低く、農産物の販
売価格は高くなる。

 同じ経営面積水準で、農業法人の粗収益は家族経営よりも高いが、コストも高くなる。以前の研究と同様に、経営
規模が拡大すると農業法人の経営状況が改善される。



北陸の農業法⼈について

 成果：董琪 (2021) 「北陸における農業法人の特徴と課題」、『ERINA REPORT (PLUS)』、
163号: 27-35.

 研究対象：北陸の農業法人

 データ： 農林水産省、経済産業省の集計データ

 研究目標：

北陸農業法人の現状と課題を解明する
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発見と示唆：

 北陸の農業法人では臨時雇用者の割合が高いため、労働生産性の向上が難しい。さらに、設備投資意欲が低い
ことなど様々な要因が作用し、北陸農業法人の資本設備投資率も低い。

 労働生産性と資本装備率が低いため、北陸の農業法人では農業生産関連産業及び農外事業の展開や活性化が
弱い。このため、資本投資の収益性も低くなり、農業以外の産業からの資金調達がより困難になる。これらが北陸
の農業法人の生産性・収益性向上の阻害要因となっている。



北陸の農業法人の課題
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注：実線矢印と破線矢印は因果関係を示している。実線矢印は要素の影響の方向を示す。破線矢印は逆効果を示
す。
出所：董、2022。



新潟県農業法人の現状
2023年アンケート調査からの発見

詳細は⇒ 董 琪・新井 洋史 (2024b) 「新潟県農業法人についての調査報告」、 『ERINA REPORT』、1号: 23-35. 
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新潟県農業法人のアンケート調査

 調査期間：2023年2-3月

 調査対象：新潟県内の農業法人

 抽出方法：無作為抽出

 調査票送付数：500

 調査票回収数：90
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1. 分析対象農業法人の基本属性
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単位 回答数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

回答法人数 社 90 - - - -

うち、

農業生産法人 社 83 - - - -

法人の前身：

農家 社 52 - - - -

会社 社 1 - - - -

新規 社 14 - - - -

その他 社 17 - - - -

欠落値 社 6 - - - -

法人設立年数 年 89 15.25 7.97 2.00 52.00

資本金 千円 86 6662.52 15500 0.05 100000

年度従事者数 人 84 10.68 10.52 0.00 72.00

役員 人 89 4.07 2.38 1.00 14.00

正社員 人 56 4.63 5.31 0.00 25.00

常勤パート 人 40 5.50 10.10 0.00 55.00

代表者の年齢 歳 83 66.71 10.58 23 84

回答者属性



2. 分析対象農業法人の事業内容

順位 事業内容 該当する法人の割合 経営年数

1 生産 93.33% 16.11年間

2 作業受託 33.33% 14.06年間

3 消費者直売 12.22% 15.05年間
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主な事業内容（複数回答）
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農業生産品目売上高が一番多い品目

 回答があった90の農業法人の「主な事業内容」に関してみると、最
も多いのは生産活動（93.3％）であり、次に作業受託（33.3％）、そし
て3番目に消費者直売（12.2％）となっている 。

 米が最も売上高の多い農産物であると回答した農業法人が81社
あった。残った農業法人のうち、2社の主要な生産物は施設野菜で
あり、1社は露地野菜、1社は果樹、1社は露地花卉、そして1社は施
設花卉である。



2. 分析対象農業法人の事業内容：稲作

回答数 単位 平均値 標準偏差 最小値 最大値 全国平均値 北陸平均値

年間収量 72 kg 173897 333543 1050 2800020 106433 136795

経営規模 75 ha 33 30 0.4 224 21.4 26.7

年間収量/経営規模 - kg/ha 5268.6 - - - 4973.5 5123.4

年間販売量 66 kg 133463 113020 272 486419 - -

総売上高に占める比率 73 % 91 12 34 100 - -

商品単価 57 円/kg 334 635 11 5000 256 -
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稲作農業法人の米生産・販売

出所： 董・新井、2024b。



2. 分析対象農業法人の事業内容：農産品加工

加工品類 社数

味噌 3

もち 2

そば・そば粉 2

しめ縄 1

ジュース 1

米粉 1

椎茸乾燥 1

野菜スープ 1
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農産加工品生産（複数選択）

 調査の結果により、農産物を加工に従事している法人はわ
ずか11社（12.22%）であり、それらは主に原材料の加工であ
る。

 農業法人の中で、加工品目が複数あるのは1社だけであり、
4種類の加工品生産を行っている。8社はそれぞれ1種類し
か生産しておらず、2社が回答していない。

農産加工品を
生産したか

経営規模 商品単価 年間販売量 売上高

ha 円/kg kg 千円

はい 236.05 384.29 231335 93598

いいえ 30.09 273.04 130979 38078

農産物加工を行う法人と農産物加工を行わない法人の比較

 農業製品の加工に従事する法人は、経営規模、
商品単価、年間販売量および売上高のいずれ
を見ても、農産物の加工を行わない法人よりも
数値が高い。



2. 分析対象農業法人の事業内容：売上高・出荷先構成
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農協 農協以外~体 卸売市場 ⼩売業者 ⾷品製造業
外⾷産業 消費者に~売 輸出 その他

農産物（加工品を含む）の出荷先構成（回答農業法人の平均）



17農協 農協以外の集出荷団体

消費者に直接販売 輸出

60％以上が多い
60％以下が多い

40％以下に集中



3. 分析対象農業法人の土地の基本状況

 分析対象農業法人の土地規模は二極化（5ha未満の小規模経営体と30ha以上の大規模経営体の比率が高い。）
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分析した農業法人の土地経営規模の分布 全国の稲作部門における
家族経営と農業法人の規模分布



3. 分析対象農業法人の土地の基本状況

千円/ha 回答数 平均値
標準偏

差
最小値 最大値

所有
土地価格

17 12096 13062 3.50 45000

賃借
土地価格

41 305 322 0.50 1444
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所有土地価格と賃借土地価格

注：3倍標準偏差を超える異常値を除外した計算結果。

 分析対象農業法人の経営する土地
の27％が自己所有であり、残りは賃
借利用である。

 計算結果より、農業法人の所有土地
価格の平均値は1210万円/haであり、
これは賃借土地価格の平均値30万
円/ha/年の約40倍である。



4. 分析対象農業法人の設備投資
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項目 社数 割合（％）
目的（単一選択）

1 増産規模拡大 9 10.00
2 新規事業 2 2.22
3 合理化自動化dxなど 5 5.56
4 更新維持補修 62 68.89

設備投資資金の調達先（複数選択）

1自己資金 60 66.67
2 補助金 37 41.11

3借入金（JA、民間金融機関、公庫など） 54 60.00

4 その他 5 5.56

千円
毎年の設備
投資額

（５年間）

回答数 68
平均値 4259

標準偏差 6757

最⼩値 80
最⼤値 50000



5. 分析した農業法人の海外事業展開状況

項目 社数 割合（％）

1 輸出している 6 6.67

2 輸出していないが、検討中である 2 2.22

3 検討していないが、これから検討する可能性がある 18 20.00

4 今後も検討しない 47 52.22

5 以前輸出したことがあるが、現在はやめている 2 2.22
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海外事業展開状況・意向



5. 分析した農業法人の海外事業展開状況

単位 回答数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

年間の輸出規模 千円 6 3719 5822 1000 15574

年間の輸出規模 kg 6 22184 33877 3900 90924

輸出単価 円/kg 6 179.37 56.84 83.33 256.41

主な対象先国地域名 米国、シンガポール、東南アジア、ヨーロッパ、ハワイ
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 輸出を行っている6つの農業法人の主要な輸出農産物
はいずれも米である。

 輸出規模を見ると、平均値は372万円であり、金額で最
大は1557万円であり、最低は100万円である。

 販売価格の平均は179.37円/kgであり、国内米の販売
価格の平均値よりも低い。

 主な輸出先はシンガポール、アメリカ、東南アジアおよ
びヨーロッパである 。

最も輸出額が多い品目の輸出状況（米）



5. 分析した農業法人の海外事業展開状況

輸出を行っている農業法人 全体農業法人

単位 平均値 標準偏差 最小値 最大値 標本平均値

資本金 千円 3967 4699 0.6 12900 6663

年度従事者数 人 7.67 3.83 3.00 12.00 10.68

年間収量 kg 237071 133503 125022 486419 173897

経営規模 ha 49 27 30 100 33

商品単価 円/kg 262 97 180 416 334

販売金額・売上高 千円 48204 38269 4800 119474 44560
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輸出を行っている農業法人の特徴



5. 調査した農業法人の海外事業展開状況

輸出方式 社数

外国現地の子会社へ直接輸出 0

現地代理店などへ直接輸出 0

外国の輸入業者などへ直接輸出 0

日本国内の輸出問屋商社などを通じ
て間接輸出

4

オンラインによる直接販売 0

その他 1
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きっかけ 社数

国内外で開催された展示会や商談会などの交流 2

輸出商社、外国所在のビジネスパートナーなどの紹介 2

地元の行政、商工団体の紹介 2

JAの紹介 0

政府の支援政策、資金補助 0

ほかの農業法人の紹介 1

最も輸出額が多い品目の輸出方式（複数選択） 最初に輸出したきっかけ（複数選択）



興味深い発⾒と考察

 輸出拡⼤の可能性
 「輸出検討中」「検討可能性あり」と回答した法⼈が２割強 ＝いかに輸出に導くか
 追加投資は不要だが、情報収集が課題 ⇒ 地域商社等の活⽤が望まれる

 収益性が⾼い加⼯事業
 加⼯事業を⾏う法⼈の販売単価が⾼い
 ただし、実際に加⼯事業を⾏っているのは1割強にとどまり、ほとんどは単⼀製品のみ

 規模拡⼤の負の側⾯
 ⼤規模農業法⼈の⽅が単収が低い（詳細は今後検討）
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おわりに
新潟県農業法⼈の発展に向けた提案
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農業法⼈のSWOT分析
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• 農業資本の配分効率で優位性
を持つ

• 技術進歩と技術効率改善が家
族経営よりも速い

• 農産品の販売価格が高いし、
生産要素の購入価格が低い

• 政府の強力な支援
• 日本円の為替レートが低い

• 家族経営と⽐べると、⽣産
効率が低い

• 資本装備率低い
• 農業生産関連産業及び農外

事業の展開や活性化が低下

• 世界経済が不況
• 中国は日本の農産品への輸

入を制限している

強み 弱み

機会 脅威



新潟県の農業法人の発展に向けた提案
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強みに対しては︓
• 資本配分の効率性を活⽤して、より⾼い収益を⽬
指すための投資戦略を最適化する。
• 技術進歩を促進し、技術⾰新を通じて市場競争⼒
を維持・強化する。
• ⾼い農産品の販売価格と低い⽣産要素の購⼊価格
を維持することで利益率を⾼める。

弱みに対しては︓
• ⽣産効率を⾼めるための⽅法を探し、⽣産プロセ
スを改善する。
• 農業⽣産関連産業や農外事業の活性化に向けて、
新しいビジネスモデルやマーケティング戦略を開発
する。

機会を利⽤して︓
• 政府の⽀援を活⽤して、資⾦調達や新技術導⼊を
促進する。
• ⽇本円の為替レートが低い状況を利⽤して、輸出
を拡⼤し、国際市場での競争⼒を⾼める。

脅威に対処するために︓
• 世界経済の不況に備えて、コスト削減と内需拡⼤
に取り組む。
• 中国が⽇本の農産品の輸⼊を制限している現状に
対応するため、他の市場への進出を図る。



調査にご協力いただいた

農業法人の皆様に

心より感謝申し上げます！
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ご清聴、ありがとうございました!
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 生産効率の計測：

参考資料-1：生産効率の計測
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生産効率 or 生産性 =

生産量

要素投入量

高ければ高い
ほどいい

 仮定条件：

産出物、投入要素が均質

（性質、価格などは同じ）

 影響要因：

 経営規模

 生産技術

 自然条件

⽣産要素︓
労働⼒、機械（
資本）、耕地、
肥料、農薬など



参考資料-1： 生産効率の計測結果
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コメ生産の技術効率

Aggregated Separated DEA

家族経営 法人経営 家族経営 法人経営 家族経営 法人経営

<7 ha 0.446 - 0.433 - 0.890 -
7-10 ha 0.707 0.504 0.712 0.640 0.899 0.657

10-20 ha 0.847 0.689 0.855 0.818 0.930 0.758
>20 ha 0.988 0.922 1.000 0.982 0.958 0.900

Average 0.607 0.759 0.602 0.856 0.906 0.804

出所：Dong, 2023a.
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単位
小規模 中規模 大規模

家族経営 法人経営 家族経営 法人経営 家族経営 法人経営

雇用労働賃金 円/時間 1490.76 1265.89 1244.34 1213.82 1418.76 1554.66

資本財価格 % 2.13 0.00 1.76 0.67 1.50 0.72

借入地地代 千円/1ha 108.0 109.3 120.8 83.1 122.8 100.9

肥料価格 円/kg 126.82 63.13 115.55 131.12 117.08 136.04

種子もみ価格 円/kg 610.98 600.00 573.58 681.33 562.59 657.45

苗価格 円/ha 1258.34 1003.33 1058.41 1208.95 1119.37 1186.93

米の販売価格 円/kg 206.36 267.95 204.48 205.07 201.19 206.35

注：小規模は5ヘクタール未満、中規模は5〜20ヘクタール、大規模は20ヘクタール以上
出所：Dong, 2023b. 董・新井、2024a。

要素価格
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注：小規模は5ヘクタール未満、中規模は5〜20ヘクタール、大規模は20ヘクタール以上
出所：Dong, 2023b. 董・新井、2024a。

費用収益比較

小規模 中規模 大規模

単位：千円 家族経営 法人経営 家族経営 法人経営 家族経営 法人経営

粗収益 1192.78 2016.75 8786.53 9795.17 26365.47 34994.66

生産費総額 1769.80 2127.15 8594.36 10559.04 23805.83 32095.22

粗収益/生産費総額 0.66 0.90 0.99 0.93 1.10 1.03

利潤 -577.024 -110.40 192.17 -763.87 2559.64 2899.44
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出所：董、2022。
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地域 経営耕地面積 借入地
経営耕地面積に借入地の

シェア

全国 2168.9 1585 73.08

北海道 7592.8 3674.3 48.39

都府県 1556.8 1349.2 86.66

東北 2672 2070.9 77.50

北陸 2297.7 2266.1 98.62

関東・東山 1088.7 945.5 86.85

東海 1648.5 1560 94.63

近畿 1099.8 972.6 88.43

中国 1647.5 1542.2 93.61

四国 640.3 514.2 80.31

九州 917.3 772.6 84.23

沖縄 1966.3 182.4 9.28

36

2019年度農業法人の事業従事者の構成

（あ） 臨時雇用者の割合が高い （い） 経営耕地面積に借入地の割合が大きい

2019年度農業法人の経営耕地面積と借入地

参考資料-3：北陸農業法人の経営現状と特徴



37

2018年度農業法人の期中投資の構成（千円） 農業以外の業種から資本金・出資金の提供を受けている経営体

（う）資本金・出資金の提供者が単一

参考資料-3：北陸農業法人の経営現状と特徴
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